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《論文要旨》
　本稿は，表記の著作を検討対象とした書評論文である。同書では，まず今次の世
界金融危機の歴史的位相を捉えるために次の4つのタイムスパンが提示されている。
　①イギリスからアメリカへの覇権国の交代期と対比させて今次の金融危機を捉
　　える（超）長期的視点（100年を超えるタイムスパン）。
　②1929年恐慌と今次の金融危機とを対比させて論じようとする長期的視点
　　（80年のタイムスパン）。この視点には，1980年代以来の『新自由主義』政策
　　からの転換（の可能性）という中期（20～30年）的視点が重層している。
　③戦後パックス・アメリカーナとその衰退がもたらしたグローバル資本主義化
　　の問題として今次の経済危機を捉えようとする，もう1つ長期的視点（60年
　　のタイムスパン）。
　④1980年代以降の『新自由主義政策』のもとで，間歌的に繰り返し発生して
　　きた金融危機の一環として位置付ける視点。
　本書の各章は，基本的にこの4つのタイムスパンに対応している。まず第1章と
第2章は，100年を超える①のタイムスパンである。第3章は80年という②のタ
イムスパン。さらに第4章は60年という③のタイムスパンであり，第5章は最も
短期的な④のタイムスパンにそれぞれ対応している。
　そのうえに本書では，これとは少しく異なった視点から「金融危機下での中国経
済を検討」した第6章，および「国際的経済システムの側から今次の金融危機を歴
史的に位置付けた」ものとして第7章を加え，全7章構成で「世界金融危機の歴史
的位相」が論じられている。本稿では，この各章ごとに検討を加えた。
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1．はじめに
　2008年9月のリーマン・ショックに端を発した世界的な金融危機と不況
は，各国の懸命な景気対策によって何とか小康状態を保っているものの，今
後事態がどう展開するか予断を許さない状況が続いている。
　震源地となったアメリカでは，「チェンジ」を訴えて大統領に当選したB・
オバマが，これまでの政策転換を図り，いわゆるボルカー・ルールによる金
融の規制強化と雇用拡大を狙って輸出を今後5年間で2倍にするという「国
家輸出戦略」とを展開しているが，いまだ顕著な効果を見せないままにある。
EUもまた，ギリシャ危機，さらにはアイルランド危機などの影響もあって
深刻な危機が続いている。日本は，この世界金融危機が続くなかで異常円高
に見舞われ，政策のテコ入れによって回復しつつあった景気の行く先に暗雲
がかかり，かろうじて再び動き始めた新興国輸出に望みを託している状態で
ある。
　他方，新興国経済は，立ち直りも早く高い経済成長率を取り戻しつつある
ところから，世界経済の牽引役が期待されている。その代表格である中国の
経済回復は，景気対策として強化されたインフラ整備等による内需拡大だけ
ではなく好調な輸出によっても支えられている。しかしながら，他面で不動
産価格の高騰によるバブル経済懸念と人民元切り上げ圧力への対応をめぐっ
て，極めて不安定で難しい舵取りを余儀なくされてもいる。新興国経済が今
後の世界経済の牽引役となりうるのか，あるいはまだ力不足であるのか。現
在までのところ未知数である。
　そうした中で，各国は自国の通貨価値に敏感になりつつあり，国際協調が
とりにくい状況が生まれてきている。ことの進み方いかんによっては，1930
年代の「近隣窮乏化政策」という悪夢が再来する危険性もある，と言わなけ
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ればならないであろう。
　このように世界経済の現況をざっと概観しただけでも，リーマン・ショッ
ク後の経済的危機はまだ終わっていないということが分かる。危機的状況は，
さらにステージを変えながら継続しているのである。そこで，つぎのような
問題が提起されることとなった。すなわち，「この“危機”はいかなる時代
の終焉を意味しているのか」あるいは「この“危機”はどのような時代の矛
盾・弱点の露呈であるのか」（iv頁②）。
　この問いは，リーマン・ショックから約10ヶ月後に開催された政治経済
学・経済史学会春期総合研究会で提起された課題である。その後，この春期
総合研究会での5本の報告をベースにさらに2本の論文を加えて，本書（斉
藤叫編著『世界金融危機の歴史的位相』日本経済評論社，2010年4月）が
公刊されている。この意味において，その公刊は極めて時宜を得たものであ
り，学界待望の書が上梓されたものと言いえよう。
　さて，ここにおいては本書の各章ごとにその内容を紹介し，それぞれの意
義や成果を論じていくことにしたい。その方が編集上の経緯さらには論文集
という性格からしても適当であろう。
ll．『長期』とはどれくらい長いのか
　第1章（山下範久「『長期』とはどれくらい長いのか一資本主義を再歴
史化する」）のメインタイトルは，資本主義の「限界」一すなわち，その起
源はいつであり，どのように終わるのか一に関する問いかけである。山下
氏は，ウォーラーステインの世界システム論を軸とした学問的系譜を前後に
フォローしていくことで，問題の「長期」の意味を確認しながら資本主義を
「再歴史化」している。ひとまず氏の論述を見ていこう。
　ウォーラーステインの「近代世界システム」は，資本主義的な世界＝経済
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であり，それは西暦1500年前後の時期に北西ヨーロッパに形成された独自
的なシステムである。山下氏によれば，この「世界＝経済の概念がポランニー
の『経済の統合様式』論を下敷きにしているのに対し，ウォーラーステイン
の資本主義概念の下敷きにあるのはブローデルの資本主義概念である」（5
頁）とされる。つまり，その「近代世界システム」概念は，①ポランニー的
な構成契機と，②ブローデル的な構成契機の2つからなるわけである。
　一方において，ウォーラーステインは資本主義的な世界＝経済を500年程
度の歴史をもつものと見たが，これは資本主義の起源をポランニー的に把握
したものでも，ブローデル的に把握したものでもなかった。というのは，ポ
ランニーめ場合「本源的生産要素の擬制商品化を近代の起点に捉える」ため
に，資本主義の起源は150年から200年程度と考えられている。これに対し
て，ブローデルの場合「資本主義はその市場を前提としつつ，そこに独占を
形成する力として捉える視角に立つ」ために，「行為としての資本主義は，
たとえば古代の遠隔地貿易をも含む概念となる」（5頁）からであった。こ
の場合は500年どころか，はるかに歴史を遡ることになる。
　ウォーラーステインが，その資本主義的な世界；経済の歴史を500年程度
に確定しえたのは，彼が日用品の資本主義的生産をその成立条件としたから
であった。山下氏によれば，ポランニーの場合，近代の起点となった本源的
生産要素を商品化する問題はやがて「臨界的解放」を迎えて「大転換」が起こ
る，と考えられている。したがって，この日用品の資本主義的生産という概
念は，そうした「臨界的解放」を回避し，しかも「『長期」を永遠に溶解し
てしまうブローデル的資本主義概念」をも克服できる鍵であった，とされる。
　ついで山下氏は，かつての従属論の旗手の一人で『リオリエント』の著者
であるフランクと，変革主体としてのマルチチュードを重視する『帝国』の
ハートとネグリによるウォーラーステイン批判を検討し，「前者のベクトル
は永遠の反復を，後者のベクトルは臨界的解放を指し示している」（13頁）
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という解釈を提示している。要するに，両者はウォーラーステイン理論の2
っの構成契機（ブローデルとポランニー）の接合部をより一層鮮明にしてい
る存在だ，ということである。こうして，反復する危機のモデルで長期を把
握するフランクはブローデル的系譜に，そのベクトルが臨界的解放を指向す
るハートとネグリはポランニー的系譜にそれぞれ列なる，ということになっ
たわけである。
　このあと山下氏は，これらの延長線上にネオ・ポランニアンとネオ・ブロー
デリアンなるラベルをつけたグループを登場させて，その「長期」概念を検
討している。
　ネオ・ポランニアンとは，氏によればポランニーの歴史的パースペクティ
ヴを「構築主義的」に理解する立場である。ここにおいてはその「パースペ
クティヴに歴史的空白が生ずる」とされ，この空白はR・ブレンナーの流れ
をくむ，E・M・ウッド，ベンノ・テシイケ等（氏の付したラベルによれば，
ブレンナリアン）によって埋められているとされる。その特徴について，氏
はこう論じている。彼らが「共有する基本視角は，資本主義への移行一ポ
ランニー的に言えば，市場の社会からの離床一は，経済的権力が政治的権
力から分離する過程であり，それは権力の構成自体にかかわる長い交渉と闘
争の過程を経て現れるのだというものである」（22頁）。これによって，ポ
ランニー的パースペクティヴに生じた歴史的空白は埋められている，という
ことであろう。
　また，山下氏はネオ・ブローデリアンの代表としてジョヴァンニ・アリギ
を取り上げている。アリギは，いわゆるマルクスのMCM’（ドイツ語的に
はGWG’）の公式をシステム規模で応用することによって独自のヘゲモニー
論を展開しているが，氏によれば，ここには「ネオ・ブローディアンの二つ
の特徴がすでに現れている。ひとつは『長期』がより長くなる傾向であり，
いまひとつはその「長期』を反復によって捉える傾向である」（28頁）。
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　そのうえで，氏はこの2つの方向をこう総括する。ネオ・ポランニアンの
場合「『長期』は200～150年ないしさらに短いスケールの現実となり，本源
的生産要素の概念が構築主義的に捉えられれば捉えられるほど，微分化され
る」（31頁）。他方，ネオ・ブローデリアンでは「『長期』は，700～900年な
いしはさらに長いスケールの現実となる。この立場からすると，現下の金融
危機は最新の帝国的局面であり，次ぎの覇権的局面は……可能性の高いシナ
リオのひとつということになる」（32頁）と。
　さて，第1章の概略は以上の通りであるが，ここでの成果は，その議論を
通して長期的現実としての資本主義の「限界」を論定するために必要とされ
る，一定の座標軸を描き出したという点であろう。これによって，この問題
を取り扱う際には，混同すべきではない，以下の方向性があることを明確化
しているからである。すなわち，資本主義の歴史を150年～200年とし「大
転換」により「臨界的解放」に至ると考えるか（ポランニー），あるいは約
500年と捉えるか（ウォーラーステイン），もしくは「700年～900年ないし
はさらに長いスケール」で，ヘゲモニーとその危機が反復すると見るか（プ
ローデル）である。
　ただし，その論理展開の中で，フランクやハートとネグリ等によるウォー
ラーステイン批判について，ドゥルーズの「平滑空間」概念を持ち出して説
明したことは（彼らもまた時にこの概念を用いたとはいえ），評者としては
どうにも理解しかねたこと。また「構築主義的なネオ・ポラニアンのパース
ペクティヴ」なる説明も（この章の舞台回しには必要だったのだろうが）理
解困難であったこと。この点を付言しておきたい。
皿．100年に一度の危機とは
今次の世界金融危機を「100年に一度の危機」と形容したのは，前FRB
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議長のグリーンスパンであったことはよく知られている。これに対して，む
しろこれを1929年恐慌以来の危機として捉えるべきだという主張もあって，
そうした理解の方が一般的である。第2章（谷口明丈「100年に一度の危機
とは一アメリカ経済史・経営史の視点から」）では，逆に100年前に着目
して危機の対比的分析が行われている。
　谷口氏の場合「筆者には今回の危機を1929年恐慌の再来と考えることは
とうていできない」（56頁）という立場である。この主張には根拠があり，
この章の狙いはそれを論証することにある。氏の言葉を借りれば，これは
「今日起こっている構造変化を，100年前に起こった構造変化と対比するこ
とによって理解しようとする試み」（39頁）である。
　では，なぜ1929年恐慌ではなく1907年恐慌なのか？　谷口氏によれば
「1929年恐慌の時点では20世紀システムの構成要素あるいはプレーヤーは
ほぼ全部でそろっていた」が，1907年恐慌の時点ではそうではなく，この
意味において今次の2008年の金融危機と対比すべきは後者である，とされ
る。言い換えるなら「現段階では21世紀システムをになうプレーヤーたち
は明確な形では登場していない。いま現存するのは多数の候補者達である」
（57頁）。この意味で，同じような状況にある「1907年こそが参照されるべ
き」だというわけである。以下，谷口氏の所説を簡単に紹介していこう。
　氏はまず，「1907年恐慌に至る時期」でも現段階においても，産業構造が
大きく変わりつつあることを確認している。つまり，前者では農業から製造
業への比重が増大し，後者では製造業から広い意味でのサービス産業に移っ
てきているということである。その上で氏は，次のような状況を2つの時代
の共通項として指摘する。1907年恐慌前のアメリカでは大きなインフラス
トラクチャーの変革が見られ，それを基盤に全国市場が確立されていったが，
現段階においても，いわゆる情報通信革命によるインフラストラクチャーの
変革が進行し，それを基盤とする新しい世界市場の成立が見られる，と。
　（957）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　217
　　　　　　　　　　　政経論叢　第79巻第5。6号
　ここから，氏は以下のように議論を展開する。この2つの時代に起こった
技術のパラダイム転換とインフラストラクチャーの変革は，一方では地域の
壁を取り払うことで全国市場において激しい競争をもたらし，他方において
は国境の壁を取り払うことで世界市場での激烈な競争をもたらした。それは
また，この2つの時代において「新しい経営構想に基づくビジネスモデルを
ひっさげた企業家・経営者を多数登場させ」（45頁），巨大企業の誕生を伴
うM＆Aの嵐をも生み出していった。ひとつは，「1899年を絶頂とする熱
狂的なM＆Aの嵐」（45頁）であり，いまひとつは「2000年を絶頂として，
ITバブルの崩壊へとつながって」いったM＆Aの嵐である。
　さらに，こうした「M＆Aの嵐は，その媒介者としての金融機関を舞台
に登場させ，時には主役級の役割を演じさせること」（47頁）から，やがて
「金融資本主義」が台頭し，それが1907年恐慌の一因となり，また今次の世
界金融危機を引き起こす原因ともなった。そして，この金融資本主義のもと
ではまた独自のコーポレートガバナンスが確立されることになるが，共通す
るのは，いずれの場合も「株主利益の最大化」もしくは「株主価値の最大化」
が企業経営の目的とされている，ということである。
　また谷口氏によれば，2つの時代とも「搾取の時代」であり，100年前に
は「19世紀的な中産階級（旧中産階級）」の没落が見られ，現段階では「20
世紀に生まれたブルーカラーの上層とホワイトカラーを中核とする新中産階
級」（52頁）の没落が見られる。そして，両方の時代はともに「金ぴかの時
代」で，人々がバブルに踊り，バブルがふくれあがったが，結局はそれもは
じけてしまう。そんな時代であった，と。
　以上のように，2つの時代相が極めて似かよっていることが示された上で，
最後に，新しい時代の構成要素あるいはプレーヤーの出現を見ていないとい
う点でも，2つの時代は共通性をもつということが主張されている。
　さて，こうした谷口氏の論考は，今次の金融危機をつぎの21世紀システ
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ムのプレーヤーが出揃ってくる「前夜」として捉え，これを20世紀システ
ムの前夜としての1907年恐慌と対比的に分析するという点で，極めて興味
深い問題を扱っている。そして，その分析自体もまた成功を納めているよう
に思われる。
　とはいえ，他方で2008年の金融危機が果たして谷口氏の言う21世紀シス
テムへと向かう最終的段階（すなわち前夜）なのか，という疑問も禁じえな
い。仮に，これが最終的段階でないとすると，1907年恐慌との対比そのも
のが無意味になる可能性もあろう。今次の金融危機が100年前の恐慌と同じ
ように，新しいシステムへ移行する最終的段階にあるのかどうか。この論証
は，残念ながらここでは示されていないのである。
IV．経済・政治危機のネガティブ・フィードバックは
　　なぜ発生したのか
　第3章（斉藤叫「1929年世界大恐慌（1929～33年）一経済・政治危機の
ネガティブ・フィードバックはなぜ発生したのか」）の課題は，「1929年代
恐慌が進化・拡大していったプロセスを概括し，今回の金融危機の「歴史的
位相』を考える際の一つの参考基準を提示することにある」（60－1頁）。こ
の課題に答えるべく斉藤氏はまず，1920年代の国際的なインバランスを生
み出した構造的な要因として，以下の4点をあげて説明している。
　①第1次大戦の経済的影響（アメリカの圧倒的優位性の確立），②資本移
動と再建金本位制，③一次産品貿易と保護主義，④国際政治秩序（平和主義
的・経済主義的・協調体制）である。これらは，いずれも1929年にグロー
バルな規模で爆発することになる，いわば破綻（＝大恐慌）の芽を胚胎した
諸要因である。ここでの課題は，それらの国際的インバランスが大恐慌への
展開過程で具体的にどう作用したのかを解明することにおかれている。
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　そこで斉藤氏は，ひとまずこの大恐慌の前段階となった1920年代のアメ
リカの繁栄がいかなる性格のものであったのかを検討し，次いでその崩壊過
程に論及していく。The　New　Eraと呼ばれた1920年代のアメリカは，い
わば高度大衆消費社会のスタート点に立っており，「自動車，電機，石油，
映画などの新興産業部門が急速に拡大した」時代であった。こうした経済的
繁栄は，また巨大な証券ブームをも生み出していたのである。ここで氏は，
この1920年代後半に生じた株価急騰の金融的な背景を分析し，これを踏ま
えてそこからもたらされた証券市場の崩壊と銀行恐慌の実態に迫っている。
　問題は，1929年10月の株価暴落がどのような経緯をたどって世界大恐慌
へとつながっていたのかである。そこで，氏は「危機の国際的波及」をもた
らした要因として以下の4点を取り上げて分析している。①金融危機のグロー
バル化，②金本位制の崩壊，③保護貿易＝ブロック化，④国際政治危機であ
る。これらは，言うまでもなく上述した国際的インバランスを生み出した4
つの構造的要因に対応したものである。
　こうした4つの構造的要因の分析を通して，斉藤氏は1929年恐慌を「1920
年代の世界経済に内在していた散在的・孤立的なインバランスが集合し総合
された真にグローバルな規模での『大恐慌』」として論定している。そこか
ら氏は「世界経済危機と国際経済秩序の連関」という問題に論を及ぼしてい
くのであるが，そこで興味深いのは，氏が「蝶番（ちょうつがい）国家」と
いうギルベルト・チブラの概念を借りて，こう論じている点である。
　「このようにアメリカはドイツと日本をベルサイユ＝ワシントン体制にお
ける「橋頭墜』＝『特権を付与したパートナー』として遇しながら，ヨーロッ
パと東アジアにおける二つの地域システムを結合する『蝶番国家』の役割を
果たしていた。しかも，アメリカはこの役割を主に外交とビッグビジネスを
密接に連携させるという経済的手段によって達成する道を選択していたので
ある」（90頁）。
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　要するに，これは，1920年代のアメリカの繁栄と世界経済連関の中核に
この「ウォール街やビッグビジネス」が存在し，その破綻とともに「蝶番」
機能も破壊され「国際政治秩序もまた一気に崩壊の途をたどる」こととなっ
たということで，極めて重要な指摘である。
　以上を踏まえて，斉藤氏は「ネガティブ・フィードバックは何故に発生し
たのか」という問題に言及し，その原因として次の3点をあげている。第1
は「NYSE株価暴落の原因となったバブルの大きな要因は，規制の及ぼな
い証券・金融市場の暴走にあった」こと，「証券セールスマンの登場やマス
メディアの活用などといった大衆資金を証券市場に動因する新機軸も加わっ
て株式市場はいっそう過熱化していった」こと。第2に「ラストリゾートの
不在」。そして第3が「蝶番」機能の破壊による国際政治・経済の混乱であ
る（92－3頁）。
　さて，この第3章の主要な目的は，このネガティブ・フィードバックが何
故に発生したのかを分析視角にして1929年恐慌を描き出し，それによって
今次の金融危機の歴史的位相を照射できる「参照基準」を確保することであっ
た。論文全体として見るならば，その企図は十分に達成されていると評価で
きるように思われる。
　ただ一点つけ加えるなら，そこには何故に今次の金融危機が1929年恐慌
のようなネガティブ・フィードバックを起こさずにここまできているのか，
という問題も視野に入っていたはずである。その答えのひとつとして，今日
の緊密な国際協調体制の存在をあげることができるであろう。もちろん，そ
れも盤石とは言えず，最近ではむしろその脆弱性も目立ってきているが，こ
れを無視することはできない。とすれば，例の「蝶番」機能の破壊による国
際政治・経済の混乱の意味についても，この国際協調体制という観点（いわ
ば逆の「参照基準」）から問題点を指摘すべきだったと思われるが，そうなっ
ていないのである。
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　実は，この第3章の冒頭において，斉藤氏は「今回の金融危機が『1929
年型の加速度的な金融と実態経済の相互促進的な大崩壊』にまで至っていな
い」理由を何点かにわたって確認しているが，ここでもまた国際協調体制の
存在を無視しているのである。
V．現代資本主義の『グローバル資本主義化』と
　　グローバル金融危機
　この第4章（河村哲二「現代資本主義の『グローバル資本主義化』とグロー
バル金融危機一戦後パックス・アメリカーナの衰退と転換の視点から」）
の課題は，「今回のアメリカ発のグローバル金融危機・経済危機の歴史的位
相を明らかにすることにある」（101頁）とされる。河村氏によれば，「今回
のグローバルな金融危機・経済危機は，1970年代半ばを境にして進行して
きた戦後現代資本主義の資本蓄積の構造とメカニズムの限界と展開の上に出
現した，グローバル成長連関そのもの危機」である。では，今回危機に立ち
至ったとされるグローバル成長連関とは何であるのか？
　それは，パックス・アメリカーナの衰退と転換に対応しながら形成された，
アメリカ及びアメリカを軸とする「グローバルな規模の資本蓄積の新たな基
軸的連関」（107頁）であったとされる。具体的には，①グローバル・シティ
機能と②新帝国循環が結合した関係として，とりわけ1990年代以降のアメ
リカにおける資本蓄積過程を規定づけた基本的関係として捉えられている。
　このうちグローバル・シティ機能について，河村氏はこう説明している。
それは「主要グローバル機能のグローバルな事業展開の戦略企画機能・経営
管理・研究開発機能などの中枢機能を果たす本社機能と経営組織を軸とし，
それを支える金融や流通，法務，会計，情報などの専門事業サービスが集積
し，さらにエンターテインメント，住宅その他の都市機能が一体となったも
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のである」（107頁）。また，新帝国循環とは「ドルの基軸通貨性に支えられ，
銀行・投資銀行業の世界的金融ネットワークの発展と，グローバル金融セン
ターであるニューヨークの金融ファシリティを媒介・結節点とする，世界的
資金循環構造」（101頁）である，と。
　河村氏によれば，アメリカにおける90年代の長期繁栄や「ITバブル」発
展，さらには2000年代に入っての「住宅バブル」発展は，このようなグロー
バルな規模の新しい資本蓄積の基軸的連関に媒介されたものであり，第4章
においては，そうした独特の構造とメカニズムが「グローバル成長連関」と
して具体的に論じられている。
　さて，こうした「バブル的発展」は，ITバブルとその崩壊，さらにそれ
を引き継ぐ形での住宅バブルとして展開される中で，2006年半ばにはサブ・
プライム問題が顕在化し，ついには2008年9月リーマン・ショックによっ
て全面崩壊へと至っている。これは，河村氏によれば「アメリカ及びアメリ
カを軸とする『グローバル成長連関』を通じた拡張の『エンジン』となって
いた金融膨張メカニズムが逆回転し，グローバル成長循環が逆径路をたどっ
てグローバルな縮小循環に転じた事態である」（123頁）とされる。あるい
は「それは，そのプロセスが出現させた「グローバル成長連関』が，大きな
制度不備と不安定を内包し，資本主義のシステムとしては大きな限界をもつ
ことを顕在化させた事態である」（129頁）と説明されている。
　最後に，今回の危機の歴史的位相について，河村氏はこう総括する。「グ
ローバル金融危機・経済危機は，この間，企業・金融・情報グローバル化と
新自由主義的政府機能の転換を大きな特徴として展開してきた『グローバル
資本主義』が，依然として新たな『制度』形成・『システム』形成の模索過
程を続ける，いわば過渡的なプロセスにある資本主義であることを明確にし
た。その意味で，そうした戦後現代資本主義の現状の歴史的位相を明確に開
示した事態であるといえよう」（130頁）と。
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　こうして河村氏は，この危機の歴史的位相を明らかにするという，この章
の課題を果たしている。この結論にまで至る論理展開は終始一貫しており，
その上に氏の「グローバル成長連関」を構成する多様な諸契機を統合・編成
し，ひとつの基軸的概念として展開する手並みもまた見事というほかはない。
　ただし，ここで氏がグローバル資本主義を「過渡的なプロセ不にある資本
主義」として捉えている点は若干気になる。河村氏は，現在の段階一すな
わち「グローバル資本主義」化（資本蓄積のグローバル化）という事態一
を「新たな資本蓄積体制の形成を模索する関係を本質とする……その意味で
資本主義の『段階移行』の本質をもつもの」（106頁）と捉えている。つま
り，グローバル資本主義化という現在は，新しい段階を模索中であり「新た
な資本蓄積体制」はいまだに形成されていない，という認識なのである。
　これは，河村氏がグローバル資本主義化をもっぱらパックス・アメリカー
ナの衰退と転換に対応する過程として把握していることと無関係ではなかろ
う。だから氏の議論の中では，たとえばアメリカの過剰消費を背景として，
いわゆる東アジア生産ネットワークを基盤に躍進を続けた中国を始めとする
新興諸国とその国民経済の発展・成長が，グローバル資本主義の形成・確立
に対していかなる意味をもつのか，という問題はほとんど取り上げられるこ
とはなかったのである。
　グローバル資本主義とは，グローバル資本（3）の運動（＝再生産・蓄積運
動）によって各国の国民経済そのものが大きく影響を受ける時代であり，そ
の運動に媒介されて先進国や新興国，途上国それぞれの国民経済のあり方が
規定される時代である。たとえば，グローバル・シティを成り立たせている
のはグローバル資本である。そして，このグローバル資本の運動がまたアメ
リカの産業を空洞化させつつその国民経済を変容させていった。と同時に，
それらが生産拠点をおく新興諸国とそのネットワークを「世界の工場」に押
し上げたのである。それは，グローバル資本による新しい資本蓄積体制の形
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成を示唆している。
　こうした問題は，グローバリゼーションをもっぱらパックス・アメリカー
ナの衰退と転換に対応する過程として把握する限り軽視されざるをえなかっ
た，と言うべきであろう。
虹．アメリカの経済危機の国際的波及と世界経済
　第5章（増田正人「アメリカの経済危機の国際的波及と世界経済」）では，
今回の経済危機が金融部面と実物部面とで相互に関連しながら世界的に波及
していった過程が分析されている。増田氏によれば，この「貿易などの実物
経済を通じた波及のあり方あ特徴は，1990年代のグローバル経済化によっ
てもたらされた」ものである。本章の課題は，この「1990年代のグローバ
ル経済化」の分析によって「今回の経済危機の歴史的な位置を示す」ところ
におかれている。以下，その内容を見ていこう。
　増田氏は，まず「今回の経済危機の発端となったアメリカにおける住宅バ
ブルの崩壊の現状」を確認し，そのことを踏まえて「資産効果を通じたアメ
リカの消費の問題を検討」している。前者の課題に関連して，氏は，金融危
機が住宅バブルの崩壊から始まり，リーマン・ショック以降このアメリカの
金融危機が国際的に波及していったこと，さらには金融パニックの回避を図
るべく当局が様々な手を打ち金融機関の救済に動いたことなどを手際よく論
述している。そのうえで，金融危機が実態経済に波及していく過程を論じな
がら，いわゆる逆資産効果によってアメリカの消費が抑制されて行く実態を
詳細に跡づけている。
　増田氏は，こうして今回の危機が金融市場を通じて国内的・国際的に波及
していったことを論じた上で，つぎに「2008年10月前後から実体経済を通
じた影響が各国に拡大していく」（135頁）過程を取り上げる。ここで氏は，
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今回の危機前に大きく膨張していたアメリカの輸入が危機直後から急激に減
少していった事態を取り上げ，こう設問している。「なぜアメリカが急速に
貿易依存度を拡大してきたのか，また，アメリカでの販売減がここまで急速
に輸入減と各国の生産減に結びついていくのか」（162頁）と。この興味深
い問題に対する氏の答えは，こうであった。それは「現代の多国籍企業によ
る国際分業体制」に深く関わる問題であり，この体制を支えているのが
WTOであった，と。
　そこで，氏はこのWTOの特徴を次の3点にまとめている。①「知的所有
権の保護が重視され，投資措置，サービス貿易にまで拡大している」こと，
②「一括受諾方式によって制度の共通化，つまり，グローバルスタンダード
が実現していくという構図になっている」こと，③「強力な権限を持つ国際
機関で独特の紛争解決手段を形成したこと」（165頁）。その上で，こう議論
を展開している。「世界経済における競争が激化しているのは，各国の新自
由主義的政策ととともに，WTO体制の下で経済自由化と制度の共通化が進
んで，共通の土俵が形成されているから」（166頁）だと。
　また増田氏は，こうしたWTO体制の下で，現代の多国籍企業が「生産
部門を外部化し，もっぱら研究開発部門やマーケティング，販売部門などに
経営の中心をおいている」ことを指摘し，さらには「実際に製品を製造する
部門」としての「生産部門は価格競争が激化する世界」であり，「新興工業
国には，多国籍企業との契約に基づいて委託生産を行う企業が集中し，各企
業は新規受注と契約の更新をめぐって激しい競争を行っている」（166－7頁）
ことを明らかにしている。そして，以上を踏まえて氏はこう結論を下す。
　「アメリカの産業が生産を外部化し，国内経済の空洞化を招きながら巨額
の経常収支赤字を生み出してきたのは，こうしたグローバル経済の仕組みが
背景にある」。また「今回の経済危機が非常に早く世界経済に波及していっ
た理由は，世界規模での在外調達の仕組みと契約生産の体制が拡大していた
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からである」。そして「こうした需要減への対応は，各国経済の縮小を招く
ことで，すみやかにアメリカ経済への反作用を生んでいる。アメリカの輸入
の減少は，そのままアメリカの輸出減少につながっていくからである」（168－
9頁）。要するに，これは，今回の危機における「実物経済を通じた波及の
あり方の特徴は1990年代のグローバル経済化によってもたらされた」とい
う増田氏の主張を実証する内容にほかならない。ここにおいて，氏は実物経
済における今回の危機の波及メカニズムを別挟している。これは，今回の危
機に関する分析が金融面にやや偏重する傾向があることを思えば，高く評価
されてしかるべき成果であろう。
　このあと，増田氏は「世界経済危機の現局面」として「深刻化するアメリ
カの景気後退」と「公的債務への依存と財政赤字の拡大」の実態に言及して
いる。その上で，この章の本来の課題と成果からするとかなり蛇足に近いよ
うにも思われるが，つぎのようにアメリカ経済の今後を予測している。「少
なくとも1990年代以降に追求されてきたアメリカの資産価格の上昇に基づ
く世界経済の成長構造は終焉したし，アメリカ国内経済は相当の長期間低い
状態にとどまらざるを得ないであろう」（178頁）と。
皿．内需拡大を目指す中国経済
　第6章（菅沼圭輔「内需拡大を目指す中国経済一「世界金融危機」下の
課題」）では，世界金融危機を1つの論理的契機として，その過去，現在そ
してその将来展望をも含めた中国経済が取り上げられ分析されている。現在
の中国の高度成長は，菅沼氏によれば中国が「新しいアジア地域をまたがる
先進国向け製造業のネットワーク」（186頁）の一角を占めることで可能に
なったものであり，それはまた「ドル支配の金融システムと先進国市場に依
存した経済成長モデル」（187頁）であったとされる。危機後，中国は「内
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需拡大策や輸出市場と外貨資産運用の多元化方針」を打ち出しているが，こ
の第6章の課題はそれが上述の「経済成長モデル」からの脱却を可能にする
のか否かを検証することにある。そこで以下，その検証過程を見ていこう。
　はじめに菅沼氏は，現在の中国がアジア通貨危機以降のグローバル不均衡
のもとで国内的には投資加熱と過剰流動性のリスク，国際的には対米投資リ
スクに直面していることを指摘している。その背景にあるのは，「中国固有
の外国為替管理政策と国内における旺盛な投資需要」である。中国の為替政
策は基本的に貿易黒字の拡大による人民元の上昇を回避するためのものであ
り，上述した2つのリスクは，中国がその為替介入によって獲得した巨額の
ドルを主に米国債で運用すると同時に，国内に供給された豊富な資金をその
旺盛な投資需要に振り向けていることから生み出されているということであ
る。
　次いで菅沼氏は「世界金融危機以前の中国経済の特質」として次の2点を
明らかにしている。ひとつは「設備投資と都市個人消費だけではなく，輸出
にけん引されるというそれまでになかった成長パターンが見られるようになっ
たこと」である。いまひとつは危機前の段階ですでに「賃金高騰と人手不足
が輸出指向型工業のネックとなりつつあったこと」，さらには「1990年代以
降相変わらず農村部の消費の寄与率は極めて低く，しかも耐久消費財部門も
活力を失っているという問題点」である（199頁）。
　とりわけ後者の問題に関しては，氏の指摘する「労働市場と消費市場の両
方が極めて狭隆である」（199頁）という事実は注目すべきである。労働市
場の狭隆さに関して，氏はこう指摘している。「不足しているのは健康で低
学歴の若年労働力のみで，中高年層を農業に滞留させたままで賃金高騰と雇
用難が起きた」（198頁）と。また，消費市場の狭隆さに関しては，次のよ
うに問題点を指摘している。「農村部の個人消費の寄与率が極めて小さく，
さらに低下していること」，「消費小売総額で示した消費需要の伸びが20％
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前後と相対的に遅れていること……とくに耐久消費財は値崩れに歯止めがか
かっていない」，「都市登録失業者も4％台を推移し大きな改善が見られない」
こと（198頁）等々。
　2008年の世界金融危機はこのような中国経済を直撃したわけであるが，
ではこれに対する中国政府の政策はどのようなものであったのか。これにつ
いて，菅沼氏はこう論じている。「中国政府は，上半期においてはインフレ
防止のためにエネルギー・穀物価格の抑制と金融抑制策を講じていたが，下
半期には，景気刺激のたあに貨幣供給を拡大すると同時に，利下げと中小企
業融資支援や減税（証券・不動産取引税の引き下げを含む），内需拡大のた
めの措置を講じる方向に大きく舵を切った」（202頁）と。氏によれば，危
機後の中国は「輸出の回復の見通しが立たない中で内需拡大に望みを託すし
かない状況にある」。したがって，問題はこの内需拡大策の効果ということ
になる。
　そこで菅沼氏は，この問題を検討するたあにまず経済成長によってもたら
された都市と農村の構造的特質を析出し，次いで地域間格差を生み出した政
策的要因を分析している。さらに，氏はここから農村部の就業機会確保と消
費拡大の可能性と課題について論じているが，これは氏自身が行った現地の
調査結果をも踏まえた，非常に優れた中国農村経済論ともなっており，大変
に興味深いものである。
　最後に，以上の分析を踏まえてこの章の課題に決着が付けられている。ま
ず，これまでの中国の内需拡大策については「肯定的評価を与えるまでには
至らない」（223頁）と結論されている。理由は，これが「それまでの輸出
依存強化，東部地域偏重と対局に露呈した地方の立ち遅れ，農村消費の低迷
という矛盾を克服する方向での戦略転換というべき内容を備えて」いないと
いうことからである。また最近，中国政府によって打ち出された「輸出市場
と外貨資産運用の多元化」方針に関しても，これは「真に先進国市場および
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ドル支配からの脱却を目指したものとは言えない」（225頁）という否定的
評価が下されている。要するに，菅沼氏によれば，中国が世界的金融危機以
前の経済モデルから脱却することはいまのところ不可能だ，ということであ
る。
　以上が第6章の概要であるが，ここにはいくつかの新しい知見が提示され
ており，評者にとっては非常に有益であった。ただ残念なことは，先に指摘
した中国農村経済論において氏の議論がここでの本来の課題一すなわち，
その「内需拡大策がどれだけ中国経済の回復に寄与できるのか」という問
題一から少しく逸れてしまっていることである。
　本来であれば，たとえばここでは現在中国が積極的に展開している内需拡
大策としてのインフラ整備投資への評価がなされるべきところであった。確
かに，そこでは「内陸部における各種インフラ，交通，水利施設の整備」へ
の言及はあるが，これはもっぱら国際競争力を持った産業を育成できるかど
うかという問題に関わって例示されているだけで，それが就業機会確保と消
費拡大にどの程度寄与しうるのかについては論じられてはいないのである。
こうした点については，やはり不満が残ると言わざるをえない。
皿．歴史的位相をどう捉えるか
　第7章（伊藤正直「歴史的位相をどう捉えるか」）の目的は，タイトルに
関わるいくつかの基本的な問題提起を行うことにある。伊藤氏は，本書の執
筆者の中では，編著者である斉藤氏とともに，政治経済学・経済史学会春期
総合研究会の報告者にはなっていない。ただし，本書の巻末の「討論記録」
を読むと，この研究会において氏が「大局的な見地」からそこでの議論の方
向性を示し，討論全体を集約させていったキーマンの役回りを果たしており，
そうした事情から本書の執筆陣に加わったものと想像される。
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　研究会の席上，氏がまず問題提起をしたのは，「今次の危機の本質を捉え
るためには，危機の原因が①国際システム危機ないしは不安定にあるのか，
②一国システムの危機ないし不安定にあるのかについて，まず明らかにしな
くてはならない」（259頁）ということであった。正確を期すために氏自身
の言葉でこれを示すと「危機の根本原因は，国民経済の側にあるのか，それ
とも国際的経済システムの側にあるのか」（234頁）ということである。
　伊藤氏自身の考えは「国際金融システムの不安定の側から，世界金融危機
を把握するという方向性」で，「こちら側に限りなく近い」とされる。また，
研究会における氏の問題提起に対して回答した報告者の側の立場も様々であ
り興味深いが，それらへの言及はここでは割愛せざるをえない。ただ，ここ
においては氏の問題提起に対して今後議論されるべき複数の問題があること
がはっきりした，という点だけは指摘しておきたい。
　また研究会においては，伊藤氏は次のような問題提起も行っていた。仮に
危機の原因が国際金融システムの不安定の側から解明されねばならないのだ
としたら，「そうした国際システムの不安定性は，国際システムそれ自体が
機能不全を起こしたものことによるものなのか，あるいは，キンドルバーガー
が議論するように，覇権の不安定性によるものなのか，という点を議論すべ
きである」と。
　この第7章においては，氏自身がその問題を戦間期の国際金融システムと
1970年代初めのIMFの崩壊を対象にして論じている。前者については，大
恐慌の勃発からロンドン国際通貨会議の空中分解，そして第二次世界大戦へ
という一連の歴史的経過を追いながら，「イギリスは基軸国としての役割を
果たす力を失い，アメリカは，その責任を引き受けようとしなかった」とい
うキンドルバーガーの指摘を踏まえて「1930年代の世界恐慌の最深部，基
盤には，このような国際金融システムの不安定があった」（239頁）と結論
している。
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　また後者のIMFの崩壊に関連して，伊藤氏は，その原因論をめぐる諸説
を検討したうえで，変動相場制移行後の現状について論じ，次のような結論
を提示している。「長期的には，持続的に価値を下げ続けている通貨が，短
期的には，最も低コストで効率的で安全な通貨となっていることが分かる。
ここに，現在の国際金融システムの最大の問題が存在するのであり，国際金
融不安を引き起こす根因がある」（242頁）と。
　さらに，氏はここから次のように結論している。「問題の根源が金融シス
テムの側にあるとするならば，ドル価値の下落，ドル・バランスの増大の両
方を解決するようなシステム改革なしには，国際的な金融危機はこれからも
再発する」と。
　評者に言わせるならば，ドルを基軸通貨から引きずり降さない限り，この
問題は解決しない。むろん，これは問題を解決したのではなく，無いものに
しただけの話しである。では，そのような「両方を解決するようなシステム
改革」はありうるのか。これもまた，ひとつの問題提起と受け止めるべきで
あろう。
IX．おわりに
　歴史的アプローチは，資本主義分析にとっては最も有効な方法のひとつで
あり，また最もオーソドックスな社会科学の方法でもある。ただ，現在は以
前のようにスタンダードな資本主義の歴史段階区分が存在しているわけでは
ない。かつて存在したものは，ソ連・東欧の社会主義体制の崩壊，中国の改
革開放，EU誕生，アジアの台頭，グローバリゼーションの進展などのダイ
ナミックな歴史の現実に翻弄され消えてしまっている。本書は，歴史的アプ
ローチの有効性と魅力とをアピールできる，そうした力のある論者を集めて
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編まれたものであり，内容的にもいくつかの先端的な議論を含んでいる。評
者としては，資本主義分析に関心のある，できるだけ多くの人々に本書が読
まれ，そこから活発な議論が起こることを期待したい。
（脱稿2010年12月5日）
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